
　今年２月に町と企業立地に関する基本協定を締結し
た株式会社三宝製作所 (本社・神奈川県相模原市 )の
新設工場の地鎮祭が６月 10 日、鶴庭工業用地で行わ
れました。
 　三宝製作所は、東日本大震災に伴う原発事故の影響
により、当時飯舘村で操業していた工場を休止して、
従業員や設備を本社と伊達市の仮設工場に移していま
す。新設する工場は飯舘村の工場と同程度の規模で、
20人程度の雇用が見込まれています。
　地鎮祭では、高橋社長がくわ入れをし、町長、町議
会議長らとともに玉串を奉納しました。また高橋社長
からあいさつがあった後、町長から立地を歓迎する旨
のあいさつが述べられました。
　工事中の安全と会社の発展を紙上よりお祈りします。

鶴庭工業用地で地鎮祭
株式会社三宝製作所が新工場建設
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全国過疎地域の状況
過疎指定市町村 全国の市町村 過疎地域の割合

関係市町村数(平成26年４月１日現在) 797 1,719 46.4％
人口(平成22年国勢調査)(単位：万人) 1,136 12,806 8.9％
面積(平成22年国勢調査)(単位：Km2) 221,911 377,950 58.7％

の
活
性
化
を
目
的
と
し
た
事

業
を
行
う
際
な
ど
に
国
か
ら

の
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
今
回
の
法
改
正
に
よ
り
、

県
内
で
は
小
野
町
と
平
田
村

が
過
疎
指
定
を
受
け
た
た

め
、
県
内
59
市
町
村
中
、
29

市
町
村
が
過
疎
地
域
と
し
て

指
定
さ
れ
た
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　
町
で
は
今
後
、
町
の
人
口

減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
た

め
に
ど
の
よ
う
な
事
業
を
実

施
し
て
い
く
か
な
ど
を
具
体

的
に
記
し
た
計
画
を
定
め
、

利
用
可
能
な
各
種
優
遇
措
置

を
十
分
に
活
用
し
な
が
ら
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
効
果
的
な

事
業
展
開
を
図
り
、
町
の
活

性
化
を
推
進
し
て
い
く
こ
と

に
な
り
ま
す
。

小
野
町
が
過
疎
地
域
に
指
定

国
の
財
政
支
援
な
ど
の
活
用
が
可
能
に

15 ONOMACHI　Jul_2014


